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２ 指定校名 
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３ 事業名 

優れた人材や技術の「Ｘ
クロス

（融合）」を追究し、ＤＸ時代の夢をつなぐ創造的エンジニ

アの育成～くまもとからはじまる産業人材育成エコシステム～ 

 

 

 

 



４ 事業概要 

本県教育委員会では、八代工業高等学校を指定校とし、情報教育の充実により人材の   

育成を目的とした協力協定を結ぶ（一社）熊本県情報サービス産業協会、熊本県で本事  

業に取り組む。 

本県産業界では、デジタル人材及び「コトづくり」にも貢献できる人材の育成が求め 

られている中、工業高校では、ＤＸ等への対応としてデジタル技術力の育成、新たな価  

値を創出する発想力等の育成、県産業界等と連携・一体化した実践的な教育活動の充実 

等が課題となっている。また、本県産業界は専門高校生に「技術革新への対応力」、「課 

題解決力」、「発想力」等の資質・能力を求めており、これらの育成が必要とされてい 

る。 

そこで、指定校において本事業を実施することにより、加速度的に県全体の産業・教 

育界の課題解決につなげていくものとする。具体的な事業内容としては、「マイスター  

・ハイスクールビジョン」に基づくマイスター・ハイスクールＣＥＯのマネジメントに 

より、産業実務家教員による最先端デジタル技術を取り入れた授業、地域未来牽引企業   

など地域を代表する産業現場のスペシャリストとともに取り組む企業実習を全学科対象   

に実施する。また、ＤＸ社会を見据え、工業の各分野を横断的な視点で捉える力を育成 

し、デジタル対応産業教育設備の活用を含め、最先端のデジタル技術を基礎から応用へ 

と深化させる。 

さらに、企業等と連携・協働した実習や課題研究等における生徒の主体的な課題解決 

への取組を通し、新たな価値を創出する「コトづくり」に必要な素地を涵養し、県産業

界に創造的に貢献するエンジニアの育成に向けたカリキュラムの検討・刷新を行うなど

本事業の実施を通して、｢熊本県産業成長ビジョン｣の実現を目指す産業人材育成エコシ

ステムを構築する。 

 

５ 学校設定教科・科目の開設，教育課程の特例の活用（□で囲むこと） 

  ア 学校設定教科・科目を開設している 

  イ 教育課程の特例の活用している 

 

６ 事業の実施期間 

  契約日～令和６年３月３１日 

 

７ 令和４年度の実施計画 

（１）マイスター・ハイスクール運営委員会 

年２回（５月、１月）、意思決定機関である「マイスター・ハイスクール運営委員会」

の会議を開催し、本県産業成長ビジョンを実現する「マイスター・ハイスクールビジョ

ン（令和３年度策定）」の進捗状況等を確認するとともに、検証・改善等の指導を行う。

また、「マイスター・ハイスクールＣＥＯ」及び「産業実務家教員」の役割とその効果、

学校現場への産業人材登用も併せて、検証する。具体的には以下のとおりである。 

ア 第 1回運営委員会（５月） 

（ア）「マイスター・ハイスクールＣＥＯ」及び「産業実務家教員」の選任及びその役 

割や具体的な業務内容（授業計画等）等の確認 

（イ）「マイスター・ハイスクールビジョン」の進捗状況の確認、検証・指導 

（ウ）事業の達成目標（評価アンケート）に対する評価・分析の検証・指導 



（エ）令和４年度の事業計画の承認 

イ 第２回運営委員会（１月） 

（ア）達成目標（評価アンケート）から令和４年度の実施状況の評価・検証及び指導・  

助言 

（イ）産業実務家教員の授業の取組の成果を評価・検証 

（ウ）企業実習、企業視察・産業講話、高大連携等の取組と成果を評価・検証 

（エ）進路・資格等の取得状況、県内企業就職率、工業系高等教育機関等への進学率等   

の実績を評価・検証 

（オ）本年度の総括及び次年度実施計画等の確認及び指導・助言 

（カ）産業界からの外部人材を学校現場に登用することの評価・検証 等 

 

（２）マイスター・ハイスクール事業推進委員会 

年３回（６月、９月、１２月）、事業推進機関である「マイスター・ハイスクール事

業推進委員会」の会議を開催し、産業実務家教員による担当授業や企業実習等の実施状

況を通して、産業界の動向を踏まえた教育課程のあり方・方向性を検討、決定するとと

もに、校内組織「マイスター・ハイスクール校内委員会」へ指導・改善等の助言を行う。 

マイスター・ハイスクール事業推進委員会は、委員長であるＣＥＯが中心となり、事

業推進のために必要な企業や関係機関との連携を深め、人材育成に向けた協力体制を整

えるとともに、校内においては、産業実務家教員の専門性に応じた効果的な授業等の実

施に向けて支援する。 

ア 第１回事業推進委員会（６月） 

（ア）「マイスター・ハイスクールビジョン」の具現化に向けた取組の確認 

（イ）産業実務家教員による授業計画・指導内容の検討 

（ウ）産業講話の実施計画の確認（該当科目、該当学科・クラス等）及び外部講師の妥

当性の検証 

（エ）企業視察・企業実習先の実施計画の確認（該当科目、該当学科・クラス等）及び

受入先の選定 

（オ） 高大連携、高大接続の検討 

（カ） 今後の教育課程の在り方検討に向けた現教育課程の確認 等 

  イ 第２回事業推進委員会（９月） 

（ア）第 1回評価アンケート結果の考察 

（イ） 産業実務家教員による授業の進捗状況の確認・検証 

（ウ） 産業講話・企業視察等の進捗状況の確認・検証 

（エ） 第 1回企業実習の実施状況の評価、第２回企業実習の進捗状況の確認 

（オ） 高大連携・高大接続の検討 

（カ） 今後の教育課程の在り方検討に向けた現教育課程の確認 等 

ウ 第３回事業推進委員会（１２月） 

（ア） 第 1回評価アンケート結果の考察 

（イ） 評価アンケートをもとに、今年度の取組の成果と課題把握及び改善策の検討 

（ウ） 次年度の実施計画についての検討 

（エ） 教育課程の刷新の方向性について検討 等 

 

 



（３）マイスター・ハイスクール校内運営委員会 

毎月２回、校内の意思決定機関である「マイスター・ハイスクール校内運営委員会」

を開催し、「マイスター・ハイスクールビジョン」を具現化する取組の進捗状況や課題

・成果等を把握・確認し、検証を行う。 

マイスター・ハイスクールＣＥＯを統括者とし、教頭、産業実務家教員が統括者の補

佐役及び委員会の企画・運営、事務長が経理関係を担う。 

取組の中心となる事業主査には情報技術科主任、教育課程の検討を担う教務主任及び

キャリア教育や進路指導の中心となる進路指導主事を副主査とし、事業実務代表として

全学科（５学科）の主任を加えた組織体制を整える。 

ア ４月から８月 

（ア）産業実務家教員による授業内容の検討及び成果と課題の把握 

（イ）第 1回企業実習の計画・準備 

（ウ）第 1回自己評価アンケートの実施、分析及び考察 

（エ）産業講話の計画及び成果と課題の把握 

（オ）出前授業の計画及び成果と課題の把握 

（カ）高大連携・高大接続の検討、取り組み 

イ ９月から１２月 

（ア）産業実務家教員による授業内容の検討及び成果と課題の把握 

（イ）第 1回企業実習の成果と課題の把握 

（ウ）第２回企業実習等の計画・準備、実施後の成果・課題の把握 

（エ）第２回評価アンケートの実施、分析及び考察 

（オ）産業講話の計画及び成果と課題の把握 

（カ）出前授業の計画及び成果と課題の把握 

（キ）高大連携・高大接続の検討、取り組み 

（ク）令和５年度計画の検討 

（ケ）研究成果中間発表会の企画・準備 等 

ウ １月から３月 

（ア）本年度の事業の振り返り及び成果及び課題のまとめ 

（イ）第３回評価アンケートの実施、分析 

（ウ）研究実施報告書の作成 

（エ）次年度の実施計画の作成 等 

 

（４）マイスター・ハイスクールＣＥＯの役割及び具体的な業務内容 

マイスター・ハイスクールＣＥＯは、本事業の統括者として、（一社）熊本県情報サ

ービス産業協会等への産業実務家教員の派遣依頼、企業視察、企業実習等における受入

先の調整・渉外、産業実務家教員の専門性に応じた効果的な授業実施に向けての支援を

行うことで「マイスター・ハイスクールビジョン」の具現化に取り組む。具体的な業務

内容は以下のとおりである。 

ア 「マイスター・ハイスクールビジョン」の実現に向け、校内の事業主査や事業実務

を担う学科主任等との連携及び授業・実習をはじめキャリア教育の視点からも教育活

動の詳細を把握 

イ 産業実務家教員の授業実践の管理、連携先企業及び大学等高等教育機関等の選定・

渉外 



ウ 事業進捗の評価・検証により産学官一体となった産業人材育成をマネジメント 

エ 校内組織「マイスター・ハイクール校内運営委員会」を統括、教務部及び進路指導

部等を管理 

オ 今後の工業教育のあり方を検証し、ＤＸ時代が必要とする教育活動の実施に向け教

職員のマインドチェンジを促進 

カ 学科改編等を含めた教育課程刷新の検討など産業人材育成のエコシステムの構築

を陣頭指揮 等 

 

（５）産業実務家教員による授業計画 

令和４年度は、産業実務家教員による授業を全学年・全学科対象に、４科目（「情報

技術基礎」、「工業技術基礎」、「実習」、「課題研究」）において総計４２７時間の

授業・カリキュラム会議を計画している。具体的な授業内容を以下に示す。 

ア １学年 

１年生は「最新のデジタル技術に触れる」をテーマに、全学科を対象に科目「情報技

術基礎」及び「工業技術基礎」において産業実務家教員と教師によるチーム授業を実施

する。デジタル技術の基礎・基本を学ぶとともにデジタル機器活用によるコミュニケー

ション能力の向上を図る。 

（ア）科目「情報技術基礎」 

科目「情報技術基礎」では、６月から授業を開始し、単元「産業社会と情報社会」、

「コンピュータネットワーク」、「情報技術の活用」を中心に座学と実技を組み合せ

た指導を行うとともに単元の要点を押さえながら、実際の産業現場を反映した内容と

する。 

実社会に即した情報技術の実際を指導することにより産業界で活用できる情報リ

テラシーの基礎を身に付けさせ、さらに、コンピュータネットワーク、情報技術を活

用したコミュニケーションについて学ぶことで最新のデジタル技術に興味・関心を持

ち、２年次の科目「実習」、企業実習につながる基礎的な知識を身に付けさせる。 

（イ）科目「工業技術基礎」 

科目「工業技術基礎」では、全学科の生徒が学科を横断する実習を実施する。産業

実務家教員の指導は６月から開始し、各クラスにおいてＩｏＴ、ネットワーク、ＡＲ

・ＶＲ等について実習を行うことで、最新のデジタル技術に対する興味・関心を高め

る。 

ＩｏＴ、ネットワークについては、機材を有線・無線を用いての接続及び設定方法

や認証方法を学ぶとともに、ＡＲ・ＶＲについては、スマートグラスを用いることで

最新のデジタル技術に興味・関心を持たせるとともに、デジタル機器を活用したコミ

ュニケーションを体験させることで「ＤＸ」をツールとして活用する基礎を身に付け

させる。 

学科横断による学びを通して、工業の各分野を広く体験することにより、「コトづ

くり」につながる「ものごとを幅広く柔軟に捉える視点」を育成することで、課題発

見・解決につながる能力を涵養し、最終的な目標である新たな価値を創出する発想力

の基礎を育成する。 

 

 

 



イ ２学年 

科目「実習」 

２年生は「課題解決へ向けて」をテーマに、全学科を対象に科目「実習」において産 

業実務家教員による授業を６月から開始し、工業各分野におけるデジタル機器の活用

に関する理解を深め、課題に対して主体的な行動力と協働力で問題を解決へ導く力を

育成する。 

授業実施を通して、３年次の科目「実習」及び「課題研究」を見据え、自ら主体的に

行動し、協働しながら課題発見・解決につながる能力を涵養し、最終的な目標である

新たな価値を創出する発想力の基礎を育成する。 

全学科共通で令和３年度に受講したＩｏＴ、ネットワークの発展的実習を実施する

ことで、「ＤＸ」をツールとして活用する課題解決能力を育成する。以下に各学科の

授業内容を示す。  

（ア）インテリア科  

   学科の進学・就職後の活用が期待されるＢＩＭ（Ｂｕｉｌｄｉｎｇ Ｉｎｆｏｒ

ｍａｔｉｏｎ Ｍｏｄｅｌｉｎｇ）、やＮＣルータの実習を通じて、最新の建築設

計と管理の基礎技術を習得させる。 

（イ）機械科 

ＲＰＡの基本や仕組みを学ぶことで、ソフトウェアによる自動化を体感させる。 

自動運転の教材（Ｄｏｎｋｅｙ ＣＡＲ）を用いて機械分野でのソフトウェアによ 

る制御やＡＩ活用の基礎を学ぶことで、自動運転の活用技術を向上させる。 

産業用ロボットのプログラミング制御の学習をとおして、自動化につながる機械

制御の基礎技術を習得させる。 

（ウ）工業化学科 

先進の工業化学系企業や大学での化学分野でのソフトウェア活用を学ぶことで、

進学・就職後に必要となる技術を俯瞰し、専門分野での学習を深める。 

（エ）電気科 

電気設備工事の実際やプロジェクトマネジメント及び光ケーブルの接続などの通

信技術のハード面、ソフト面の学習を行う。生徒各自が設計したデザインやアイデ

アを３Ｄプリンタで実現することで、最新のデジタル技術を体験させる。 

（オ）情報科学科 

システム開発演習を核とした実際のソフトウェアの全体像を体感するプロジェク

ト型実習を中心に、関連知識や技術を育成する。スマートグラスを用いたＡＲ、Ｖ

Ｒ、ＭＲの実習を通して、幅広いデジタル技術機器の活用と最新の技術を習得させ

る。また、自動運転の教材（Ｄｏｎｋｅｙ ＣＡＲ）を用いてＡＩ、画像処理の最新

技法を学ばせながら、自動運転車の開発を体験させる。 

ウ ３学年 

（ア）科目「実習」 

３年生は「創造的思考力の育成」をテーマに、全学科を対象に科目「実習」及び「課

題研究」において産業実務家教員による授業を６月から実施し、デジタル機器の応用

を学ぶ。特に、科目「課題研究」では地元企業と連携した課題解決型学習を通し、「コ

トづくり」につながる創造的な発想力・デザイン力を育成する。 

２年生の科目「実習」と同様に、令和３年度に受講したＩｏＴ、ネットワークの発

展的実習を実施することで、「ＤＸ」をツールとして活用する創造的思考力を育成す



る。また、各科の実習内容は、２年生の「実習」と同じテーマで実施するが、前年度

までの学習内容を鑑み、更に内容を発展させた指導を行う。 

（イ）科目「課題研究」 

科目「課題研究」では、６月から産業実務家教員による授業を実施する。産業実務

家教員が全てのクラスにアドバイザーとして入り指導助言を行いながら、地域・地元

企業等と連携した課題解決型学習の実施を目指す。さらに、最終目標の一つである「コ

トづくり」につながる創造的な発想力・デザイン力の基礎を育成する。 

 

（６）企業実習 

令和４年度は、当初（申請時）の計画に基づき２年生の８月に４日間、１１月に４日

間、のべ６４時間実施する。 

(一社)熊本県情報サービス産業協会の会員企業をはじめ、（一社）熊本県工業連合会、

地域未来牽引企業、県認定リーディング企業等から各科の専門性にあわせた企業等を選

定する。 

本県産業界の実際をはじめ、先進的な産業技術・現場のＤＸを学ぶことにより、デジ

タル機器活用に関する専門的な知識・技術を高める。また、事前指導の中で生徒各自に

テーマを持たせ、主体的に課題に取り組み、解決へ導く力を育成する。 

企業実習後は、各科で企業実習の学びを振り返る交流会を実施し、その後、企業への

報告会を実施する。 

事業終了後を見据え、企業実習の取組を八代管内のインターンシップへの反映、他校

との共同企業実習を検討する。 

 

（７）産業講話、企業視察、高大連携・高大接続の実施 

 ア 産業講話（学科出前授業を含む） 

年３回、産業講話を全校生徒対象に先端的な企業等から講師を招聘して産業講話を

実施することで、間断なく変化する産業界の実際を知り、産業全般に対する興味・関

心を高め、最先端技術や実社会への興味を深め、課題の発見・解決や技術革新を追求

する主体的・協働的な姿勢を育成する。 

また、企業及び大学から講師を招聘して、各学科の専門性に応じた出前授業を実施

する。 

  イ 企業視察 

産業全般に対する興味・関心を高め、最先端技術や実社会への興味を深め、課題の

発見・解決や技術革新を追求する主体的・協働的な姿勢を育成する事を目的に、１年生

の１２月に全学科を対象に企業視察を実施し、２年次に向けた学習意欲を高めるととも

に、企業実習への理解と準備につなげる。 

  ウ 高大連携・高大接続 

工業の専門分野をより深く学ぶために上級学校へ進学を希望する生徒を中心に、高

大連携（先行履修等）を開始する。令和４年度は大学生によるオンライン授業などを

実施し、本格的に実施に向けた試行として実施する。 

 

（８）評価アンケートの実施 

本事業に係る評価アンケートを年３回（４月、１０月、２月）、第 1回アンケート後

に生徒面談期間（４月～５月）を設けて生徒と教師間で評価の合意と目標の共通認識を



図りながら、生徒及び教員等の変容を客観的に把握し、産業実務家教員による指導の効

果等を評価・検証し、本事業遂行の課題把握につなげる。 

ア 定量的評価（数値や数量で表すことができる指標及び目標の評価） 

（ア）生徒が身に付けた資質・能力の見える化を図り、生徒・教員等の意識の変容を把               

握するため以下の観点で評価アンケートを作成し、主たる取組ごとに実施する。評

価アンケートは４段階【大いに、ある程度、あまり、全く】で評価を行い、本事業

の取組を３カ年受けた生徒・教師の評価で【ある程度】以上が８０％以上を目標と

する。 

＜生徒評価アンケートの項目＞ 

○デジタル技術に関する知識・技術の習得 

○デジタル技術の活用力 

○主体的に取り組む意欲 

○課題解決能力 

○県産業・県内企業への理解 等 

＜教員等評価アンケートの項目＞ 

○生徒の変化：最先端技術に関する興味・関心、知識・技術の向上 

○教員の変化：デジタル技術や生徒への指導力等の向上 

○学校全体の変化：学校全体の教育活動の充実、魅力ある工業高校の実現、県内 

企業との一体化した取組の活性化 

○全体的評価：産業人材育成エコシステムの構築 

（イ）実績評価 

＜進路・資格取得等の目標値（令和２、３年度実績）＞ 

○県内企業への就職割合：６０％（５１．７％、５３．９％） 

○工業系大学等高等教育機関への進学割合：６０％（４６．０％、３２．７％） 

○デジタル技術関連の資格取得割合：１００％（５３．０％、６０.３％） 

○創造力・発想力・デザイン力につながるコンテストへの参加：５回／年 

（０回、５回） 

＜活動等＞ 

○県内企業等の施設・設備等を活用した実習の機会：生徒１人２回以上／年 

○産業実務家教員の活用（講話、課題提供等１０ 回以上/年） 

イ 定性的評価（数値化できない指標及び目標の評価） 

（ア）本事業をはじめ教育活動全体で身に付いたと考えられる資質・能力について、生  

徒による自己評価と教員等による客観的評価【ＳＡＢＣＤの５段階のルーブリッ  

ク評価】を学年末に実施し、３年次において９０％以上の生徒がＢ以上の状態に 

なることを目指す。 

＜評価の項目：評価規準＞ 

○課題発見・解決力： 

現状を把握し目標に対する課題を見つけることができる。 

課題解決に向けた行動がとれる。 

○論理的思考力・判断力： 

学んできた知識・技術を整理して、提示された事柄を論理的に考えることがで    

きる。 

 



○考察力・分析力： 

課題解決に必要な事柄について調査でき、調査結果を考察することができる。    

○発想力・創造力： 

作品やデザインの発想・創造ができ、使用者（ユーザーニーズ）を考慮した企画

提案をしようとしている。 

○コミュニケーション能力： 

相手に共感しながら話を聞くことができ、状況に応じた自分の意見が述べられ

ている。 

○コラボレーション力（協調性・チーム力）： 

チームで作業・行動をするとき、互いの意思を尊重した行動をとることができ

る。 

○プレゼンテーション力： 

指示された方法を用いて、わかりやすく説明でき、自分の意見を効果的に伝え

る工夫ができる。 

○計画力・段取り力： 

目標を達成するために計画的に取り組み、状況に応じて計画を修正し、他者の

協力も得ながら企画を遂行できる。 

○本県産業界への貢献意識： 

県産業について理解し、持続可能な発展に何ができるかを考えている。 

○最先端技術を追究しようとする姿勢： 

絶えず進化する産業技術に興味・関心を持ち、新しい技術を知りたいと思って

いる。 

○工業の各分野を横断的に捉える力： 

産業技術のつながりを意識して学ぼうとしている。 

＜評価の場面＞  

産業実務家教員による授業、企業実習、産業講話、企業視察、課題研究、ビジネ

スコンテスト等への取組、成果発表会等学習場面にあわせた観点を評価  

（イ）教員の指導力向上に係る自己評価、産業界等による客観的評価を実施 

「本県専門高校生に求める資質・能力に関するアンケート調査（Ｈ３０.４本県

産業教育審議会実施）」結果より、県産業界等が課題と捉えている資質・能力「主

体的行動力」、「課題解決能力」、「技術革新への対応力」、「発想力」等を育成

するために指導方法の工夫・改善状況及び意識の変容を評価する。 

（９）研究成果中間発表会 

第２回運営委員会の開催にあわせて１月に研究成果中間発表会を実施する。「マイス

ター・ハイスクールビジョン」の具現化を目指し、指定校２年目の取組及びその成果と

課題を関係者及び生徒によるステージ発表を実施する。 

発表内容は「産業実務家教員の授業よる各種最先端デジタル技術の習得」「企業実習」

「評価アンケート」等の取組、成果、課題の報告を行う予定である。 

生徒は発表に向けた企画・運営・準備を通して、「マイスター・ハイスクールビジョ

ン」の目指す「課題の発見・解決や技術革新を追求する人材育成」「「コトづくり」に

つながる創造的思考力の育成」「熊本の創造的復興を支える産業人材の育成」につなが

る能力を涵養させ、２年目の成果のまとめを確実なものとする。 

県内外の工業関係高校、県産業界・経済団体・大学、研究機関等など各分野が一堂に



集まり意見を交換することで、次年度以降の研究の課題を見いだす機会とする。 

さらに、産学官が一体となって県産業界を担う高校生の人材育成を推進する気運を高

め、産業人材エコシステム構築の推進を図る。 

＜添付資料＞ 

・令和４年度教育課程表 

 

８ 事業実施体制 

（１）意思決定機関の体制（マイスター・ハイスクール運営委員会） 

氏 名 所属・職 

村木 祐二 熊本県立八代工業高等学校・校長 

古閑 陽一 熊本県教育委員会・教育長 

三輪 孝之 熊本県商工労働部・部長 

足立 國功 一般社団法人 熊本県情報サービス産業協会・会長 

笠原 慶久 株式会社肥後銀行・頭取 

村山 伸樹 熊本県・産業政策顧問 

田中 稔彦 一般社団法人熊本県工業連合会・会長 

宇佐川 毅 熊本大学・副学長、理事 

高崎 文子 熊本大学教育学部・准教授 

若杉 浩一 武蔵野美術大学造形構想学部・教授 

（２）事業実行機関の構成（マイスター・ハイスクール事業推進委員会） 

氏 名 所属・職 

富松 篤典 株式会社電盛社・常務取締役 

マイスター・ハイスクールＣＥＯ 

村木 祐二 熊本県立八代工業高等学校長・校長 

重岡 忠希 熊本県教育庁県立学校教育局高校教育課・課長 

伊藤 孝夫 一般社団法人 熊本県情報サービス産業協会・事務局長 

冨永 好三 一般社団法人 熊本県工業連合会・事務局長 

受島章太郎 熊本県商工労働部産業振興局産業支援課・課長 

田邉  元 株式会社肥後銀行地域振興部・部長 

田原  実 一般社団法人八代圏域雇用促進センター・事務局長 

連川 貞弘 熊本大学工学部・学部長 

坂井 栄治 崇城大学情報学部・学部長 

荒木啓二郎 熊本高等専門学校・校長 

尾原 祐三 熊本県立技術短期大学校・校長 

髙橋 将幸 株式会社構造計画研究所デザイン工学部ＢＩＭデザイン室・室長 

産業実務家教員 

板井 清記 西部電設株式会社・取締役営業部長、産業実務家教員 

廣村  努 西部電設株式会社・営業部担当課長、産業実務家教員 

中道 順一 西部電設株式会社・営業部担当課長、産業実務家教員 

川上 和浩 西部電設株式会社・営業部担当課長、産業実務家教員 

佐々木淳一郎 九州デジタルソリューションズ株式会社・執行役員経営企画部長 

産業実務家教員 

小山 貴宏 九州デジタルソリューションズ株式会社・開発部銀行システムグ

ループ次長、産業実務家教員 



村内 卓也 株式会社ＫＩＳ ＩＴソリューション事業部流通第一ソリューション部・参与 

産業実務家教員 

川北 英晴 株式会社熊本計算センターシニアスタッフグループ、産業実務家教員 

山下 辰徳 熊本県立八代工業高等学校・情報技術科主任（研究主査） 

 
９ 課題項目別実施期間 

 

１０ 知的財産権の帰属 

※いずれかに○を付すこと。なお，１．を選択する場合，契約締結時に所定様式の提出

が必要となるので留意すること。 

  （ ）１．知的財産権は受託者に帰属することを希望する。 

  （○）２．知的財産権は全て文部科学省に譲渡する。 

 

１１ 再委託の有無 

   再委託業務の有無  有 ・ 無 

 

１２ 所要経費 

   別添のとおり 

   ※課税・免税事業者：  課税事業者・免税事業者 （□で囲むこと） 

 

業務項目 

実施期間（令和４年４月１日～令和５年３月３１日） 

４

月 

５

月 

６

月 

７

月 

８

月 

９

月 

10

月 

11

月 

12

月 

１

月 

２

月 

３ 

月 

運営委員会 
 実施        実施   

事業推進委

員会 
  実施   実施   実施    

校内運営委

員会 
実施            

産業実務家

教員の授業 
  実施       実施   

評価アンケ

ート 
実施      実施    実施  

産業講話 
 実施     実施    実施  

企業実習 
    実施   実施     

企業視察 
        実施    

研究成果中

間発表会 
         実施   

高大連携 

高大接続 
準備     実施       

教育課程の

検討 
検討            




